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　　　　　公印
知的財産権実施許諾通知書

　戦略的国際科学技術協力推進事業（研究交流型）のの委託研究の成果に係る知的財産権の実施許諾（但、産業技術力強化法施行令第11条3項各号に該当しない専用実施権の設定・登録を除く）を行いましたので、以下のとおり通知します。

　　(本通知に係る委託研究の概要)

研究課題　　：

研究担当者及び所属・職名(研究実施当時)　： 
研究実施期間：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
	申請内容
	通常実施権設定　・　通常実施権移転　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

	知的財産権の種類
	≪特許・実用新案等、該当するものを記入≫

	発明等の名称
	

	出願国
	

	出願日
	

	出願番号
	

	登録番号
	≪当該知的財産権が登録設定されている場合に記入。未登録の場合は「未登録」と記入≫

	出願人(持分比率)
	

	発明者
	

	設定・移転予定日
	平成○○年○○月○○日

	設定・移転先名称（住所）
	○○株式会社 （東京都○○区○○Ｘ－Ｙ－Ｚ）

	設定・移転による収入額
	○○円

	実施対象又は設定理由


	

	特記事項
（特約など）
	


＊専用実施権について、合併又は分割により移転する場合、産業技術力強化法施行令第１１条第３号により設定又は移転する場合は、本様式により通知を行ってください。なお、その場合には、申請内容の「その他」を選択し、（　　）内に申請内容（専用実施権の移転又は設定のいずれか）を記載の上、特記事項に事前申請の例外となった根拠を記載してください。

＊専用実施権について、合併又は分割により移転する場合、産業技術力強化法施行令第１１条第３号により設定又は移転する場合は、本様式により通知を行ってください。なお、その場合には、申請内容の「その他」を選択し、（　　）内に申請内容（専用実施権の移転又は設定のいずれか）を記載の上、特記事項に事前申請の例外となった根拠を記載してください。
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